
主要国における国際標準戦略

経済産業省

参考資料２



１．欧州連合（ＥＵ）

ＣＥＮ
ＣＥＮＥＬＥＣ

ＣＥＮ
ＣＥＮＥＬＥＣ

国家標準化機関
（ＢＳＩ、ＤＩＮ等）

国家標準化機関
（ＢＳＩ、ＤＩＮ等）

産業界等産業界等

ＩＳＯ
ＩＥＣ

ＩＳＯ
ＩＥＣ

メンバー

メンバー

協力関係

参加

欧州連合
（ＥＵ）

欧州連合
（ＥＵ）

加盟国加盟国

欧州委員会欧州委員会

支援等

制定指示

ＥＮ規格
制定

欧州閣僚理事会決議（２００４年１０月）
・ リスボン戦略（ＥＵの経済活性化戦略）への貢献
・ ＥＵ法規における標準のさらなる活用
・ 新たな分野における標準化の推進
・ 標準化活動の効率・一貫性・透明性の改善
・ グローバル化への対応強化

欧州標準化アクションプラン（欧州委員会企業総局、２００６年
４月）
（上記コミュニケに基づき、具体的対策を列記。）

・ サービス、ナノテク等の１７分野での目標設置
・ 標準化活動の効率・一貫性・透明性の改善
・ 域外諸国との協力（ロシア、日本、中国、ＡＳＥＡＮ等）

欧州閣僚理事会決議（２００４年１０月）
・ リスボン戦略（ＥＵの経済活性化戦略）への貢献
・ ＥＵ法規における標準のさらなる活用
・ 新たな分野における標準化の推進
・ 標準化活動の効率・一貫性・透明性の改善
・ グローバル化への対応強化

欧州標準化アクションプラン（欧州委員会企業総局、２００６年
４月）
（上記コミュニケに基づき、具体的対策を列記。）

・ サービス、ナノテク等の１７分野での目標設置
・ 標準化活動の効率・一貫性・透明性の改善
・ 域外諸国との協力（ロシア、日本、中国、ＡＳＥＡＮ等）

・ 欧州委員会の主導のもと、ＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣによるＥＮ規格
を、ＥＵ指令の技術基準に援用 （ニューアプローチ：１９８５年）

・ 効率的な規格制定の観点からのＣＥＮ／ＩＳＯ間、ＣＥＮＥＬＥＣ
／ＩＥＣ間の協力 （ウィーン協定：１９９１年、ドレスデン協定：
１９９６年）

ＥＵの標準化戦略ＥＵの標準化戦略

＊ ＣＥＮ（欧州標準化委員会），ＣＥＮＥＬＥＣ（欧州電気標準化委員会）。
なお、両委員会には、ＥＵ加盟２５カ国に加え、ノルウェー・スイス・アイス
ランド・ルーマニアの国家標準化機関も参加。

＊

ＣＥＮ Ｓｔｒａｔｅｇｙ ２０１０ （１９９８年１０月）
・ 規格利用者の利便性向上
（ＥＵ指令に関する例示規格制定の充実）

・ ＩＳＯ、ＷＴＯ等における欧州統一ポジションの形成
・ ＥＵ拡大の円滑化への貢献

ＣＥＮＥＬＥＣ‘ｓ Ｖｉｓｉｏｎｓ Ｕｎｔｉｌ ２０１０ （１９９８年１０月）

・ ＩＥＣとの協力の継続、深化
（ＥＮ規格よりも国際規格の制定を優先）

・ ＥＵ指令に基づく強制法規へのサポート
・ 電機業界との連携強化、市場ニーズへの適応

ＣＥＮ Ｓｔｒａｔｅｇｙ ２０１０ （１９９８年１０月）
・ 規格利用者の利便性向上
（ＥＵ指令に関する例示規格制定の充実）

・ ＩＳＯ、ＷＴＯ等における欧州統一ポジションの形成
・ ＥＵ拡大の円滑化への貢献

ＣＥＮＥＬＥＣ‘ｓ Ｖｉｓｉｏｎｓ Ｕｎｔｉｌ ２０１０ （１９９８年１０月）

・ ＩＥＣとの協力の継続、深化
（ＥＮ規格よりも国際規格の制定を優先）

・ ＥＵ指令に基づく強制法規へのサポート
・ 電機業界との連携強化、市場ニーズへの適応

ＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣの戦略ＣＥＮ、ＣＥＮＥＬＥＣの戦略

ＥＵ
指令

任命

ＥＵ指令（域内強制法規）
に用いる規格のみ



メンバー

契約
（制定権限付与）覚書

（制定権限付与）

産業界等産業界等

２．イギリス ３．フランス ４．ドイツ

ＮＳＳＦ （国家標準化戦略フレームワーク）

（ＤＴＩ、ＢＳＩ、ＣＢＩ等により２００３年発足。）
・ 標準化による経済活動の革新
・ 規制行政の効率化の推進
・ 中小企業、一般市民による標準化活動
への認識向上

等の重要性を主張

The Public Policy Interest in the U.K. in
Standardisation
（２０００年１０月、ＤＴＩ・ＢＳＩ合同文書）
・ 以下の３点を標準化の目的として明記。
－ 競争力とイノベーションの追求
－ 技術的障壁の除去
－ 公正な取引と消費者保護

ＮＳＳＦ （国家標準化戦略フレームワーク）

（ＤＴＩ、ＢＳＩ、ＣＢＩ等により２００３年発足。）
・ 標準化による経済活動の革新
・ 規制行政の効率化の推進
・ 中小企業、一般市民による標準化活動
への認識向上

等の重要性を主張

The Public Policy Interest in the U.K. in
Standardisation
（２０００年１０月、ＤＴＩ・ＢＳＩ合同文書）
・ 以下の３点を標準化の目的として明記。
－ 競争力とイノベーションの追求
－ 技術的障壁の除去
－ 公正な取引と消費者保護

イギリスの標準化戦略イギリスの標準化戦略

フランス標準化戦略２００６～２０１０
（ＡＦＮＯＲ、２００５年１２月）

・ グローバル化への対応
－ 欧州・国際標準へのフランス
の利害の反映

－ 世界市場を視野に入れた標
準化の推進

・ 持続可能な発展の推進

・ 規制、フォーラム規格等との連携

・ 標準化制度の効率化等

フランス標準化戦略２００６～２０１０
（ＡＦＮＯＲ、２００５年１２月）

・ グローバル化への対応
－ 欧州・国際標準へのフランス
の利害の反映

－ 世界市場を視野に入れた標
準化の推進

・ 持続可能な発展の推進

・ 規制、フォーラム規格等との連携

・ 標準化制度の効率化等

フランスの標準化戦略フランスの標準化戦略

ドイツ標準化戦略
（ＤＩＮ、２００４年）

・ 産業競争力強化への貢献
－ 成長分野での標準化に重点
－ 研究開発と標準化の一体推進

・ 社会における標準化への認識向上

・ 規制緩和のツールとしての活用

・ 製品群全体をひとつのシステムとして
捉えての標準化推進

・ 標準化制度の効率化等

ドイツ標準化戦略
（ＤＩＮ、２００４年）

・ 産業競争力強化への貢献
－ 成長分野での標準化に重点
－ 研究開発と標準化の一体推進

・ 社会における標準化への認識向上

・ 規制緩和のツールとしての活用

・ 製品群全体をひとつのシステムとして
捉えての標準化推進

・ 標準化制度の効率化等

ドイツの標準化戦略ドイツの標準化戦略

ＤＴＩ
（通産省）

ＤＴＩ
（通産省）

ＢＳＩ
（英国規格協会）

ＢＳＩ
（英国規格協会）

ＣＢＩ
（経団連）

ＣＢＩ
（経団連）

ＮＳＳＦ

参加

支援

制定指示
（希に） ＡＦＮＯＲ

（フランス標準協会）

ＡＦＮＯＲ
（フランス標準協会）

産業界等産業界等

ＳＤＯ
（標準化機関）

ＳＤＯ
（標準化機関）

参加

参加

規格提案

団体認定

（ＡＦＮＯＲ自ら
制定する場合）

政令（制定権限付与）
制定指示・拒否権

支援
合意

（３１機関）

ＢＭＷｉ
（経済技術省）

ＢＭＷｉ
（経済技術省）

ＤＩＮ
（ドイツ標準協会）

ＤＩＮ
（ドイツ標準協会）

参加

支援

制定指示
（公共・環境分野等）

ＩＳＯ
ＩＥＣ

ＩＳＯ
ＩＥＣ

メンバー

ＩＳＯＩＳＯ

メンバー
ＩＳＯ
ＩＥＣ

ＩＳＯ
ＩＥＣ＊

＊ ＩＥＣには、ドイツ電気技術協会と共同運営するＤＫＥ
（ドイツ電気技術委員会）を通じて参加。

＊ ＩＥＣには、ＳＤＯのひとつであるＵＴＥ（フランス電気
技術協会）がメンバーとして参加。

産業界等産業界等

ＭＩＮＥＦＩ
（経済財政産業省）

ＭＩＮＥＦＩ
（経済財政産業省）



ＳＤＯ （標準化機関）

・ 米国における規格

作成の中心

ＳＤＯ （標準化機関）

・ 米国における規格

作成の中心

５．米国

米国標準化戦略（２００５年）
（ＡＮＳＩにより、政府・産業界・ＳＤＯ・消費者団体・学会等
の関係者と調整し制定。）

・ 任意規格の作成に向けた政府・民間のパートナーシップ
を強化

・ 環境、健康、安全の分野での標準化の充実

・ 消費者の規格作成への関与の促進

・ 国際標準化活動への積極的参画

・ 規制における任意規格の活用方法の統一化

・ 諸外国の規格制度による貿易障壁の防止・除去

・ ＡＮＳＩを中心とした、諸外国へのアウトリーチ活動
（規格制度を開発中で、市場ポテンシャルの高い国を
主なターゲットとする）

・ 規格制定の迅速化・効率化に向けた努力の継続

・ 異なるＳＤＯの作成による規格の一貫性の確保
（ＳＤＯ間の連携強化）

・ 標準化教育の充実

米国標準化戦略（２００５年）
（ＡＮＳＩにより、政府・産業界・ＳＤＯ・消費者団体・学会等
の関係者と調整し制定。）

・ 任意規格の作成に向けた政府・民間のパートナーシップ
を強化

・ 環境、健康、安全の分野での標準化の充実

・ 消費者の規格作成への関与の促進

・ 国際標準化活動への積極的参画

・ 規制における任意規格の活用方法の統一化

・ 諸外国の規格制度による貿易障壁の防止・除去

・ ＡＮＳＩを中心とした、諸外国へのアウトリーチ活動
（規格制度を開発中で、市場ポテンシャルの高い国を
主なターゲットとする）

・ 規格制定の迅速化・効率化に向けた努力の継続

・ 異なるＳＤＯの作成による規格の一貫性の確保
（ＳＤＯ間の連携強化）

・ 標準化教育の充実

米国の標準化戦略米国の標準化戦略

ＡＮＳＩ
（米国国家標準協会）

ＡＮＳＩ
（米国国家標準協会）

ＮＩＳＴ
（商務省・国家標準
技術研究所）

ＮＩＳＴ
（商務省・国家標準
技術研究所）

覚書
（制定権限付与）

ＡＳＣＥＡＳＣＥ

ＩＥＥＥＩＥＥＥＡＳＴＭＡＳＴＭ その他その他

規格提案
個別規格
の認定

産業界等産業界等

参加

ＡＳＭＥＡＳＭＥ

他の政府機関他の政府機関
規格の利用

参加

ＮＴＴＡＡ法
（民間規格の利用を原則義務化）

・ １９９５年にＮＴＴＡＡ法（国家技術

移転促進法）を制定し、政府機関
による民間規格利用を推進。

・ 同法に基づき、ＮＩＳＴが政府機関

の標準化活動への参加を調整。

ＩＳＯ
ＩＥＣ

ＩＳＯ
ＩＥＣ

メンバー

＊

＊ ＡＳＣＥ（米国土木学会）、ＡＳＭＥ（米国機械学会）、ＡＳＴＭ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ （米国材料試験協会）、ＩＥＥＥ（米国電気電子学会）ほか。
米国のＳＤＯは、それぞれが国際的な標準化機関であるという意識が強く、「米国～」といった形の翻訳は公式採用しないことが多い（ＡＳＴＭ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ、ＩＥＥＥ等）。



６．中国

国家中期科学技術発展規画綱要 （２００６年２月）

（科学技術部作成。総書記・総理出席の「全国科学技術大会」
においてオーソライズされたもの。）

八、重要施策及び措置
４．知的財産権戦略と技術標準戦略の実施
＜抜粋＞
・ 政府、業界団体は重要技術標準の制定にあたって
の協調を強化し、技術標準を優先的に採用

・ 強制法規と技術標準の体系構築を推進
・ 標準制定と科学研究・開発・設計・製造との一体化
・ 積極的に国際標準化活動に参加し、中国の標準の
国際標準化を推進

国家中期科学技術発展規画綱要 （２００６年２月）
（科学技術部作成。総書記・総理出席の「全国科学技術大会」
においてオーソライズされたもの。）

八、重要施策及び措置
４．知的財産権戦略と技術標準戦略の実施
＜抜粋＞
・ 政府、業界団体は重要技術標準の制定にあたって
の協調を強化し、技術標準を優先的に採用

・ 強制法規と技術標準の体系構築を推進
・ 標準制定と科学研究・開発・設計・製造との一体化
・ 積極的に国際標準化活動に参加し、中国の標準の
国際標準化を推進

中国の標準化戦略中国の標準化戦略

ＳＡＣ
（国家標準化管理委員会）

ＳＡＣ
（国家標準化管理委員会）

他の政府機関他の政府機関

地方政府機関地方政府機関

産業界等産業界等

（国家規格の制定）

（セクター規格の制定）

（地方規格の制定）

報告

国家規格の優先

国家規格の優先

報告

セクター規格
の優先

報告

報告

・ ＳＡＣによる国家規格、他の政府機関によるセクター規格、地方政府機関による地方規格、
産業界等による業界規格の４層構造。

ＡＱＳＩＱ
（国家質量監督検験
検疫委員会）

ＡＱＳＩＱ
（国家質量監督検験
検疫委員会）

所管

ＩＳＯ
ＩＥＣ

ＩＳＯ
ＩＥＣ

メンバー

（業界規格の制定）


